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関係人口による地域価値共創プログラムと地方創生人材育成モデル 

－宮崎県五ヶ瀬町「関係人口創出事業」を事例に－ 

 

同志社大学総合政策科学研究科ソーシャル・イノベーションコース教授  

                  大和田  順子   

 

1.はじめに  

宮崎県五ヶ瀬町は、九州のほぼ中央、

宮崎県の北西部にあり、宮崎の西の玄

関口に位置し、東部は高千穂町、南部

は椎葉村、北部から西部は熊本県に接

している。町名は町内を流れる五ヶ瀬

川に由来する。町の約 88％を森林が占

め、平均標高が 620 メートルと高く、

平均気温は 13.0 度と冷涼な地域であ

り、国内最南端のスキー場がある。

2015 年 12 月には FAO（国連食糧農業

機関）の世界農業遺産（以下、GIAHS）

「高千穂郷・椎葉山地域の山間地農林

業複合システム」（高千穂町、五ヶ瀬町、

日之影町、諸塚村、椎葉村の３町２村）

に認定されている。近年、人口減少

（2009 年 10 月 4,445 人→2019 年 10

月 3,537 人）が急速に進み、高齢化率

も 41.5％（2019 年 10 月）と高く、産

業や集落の維持のための担い手不足

という課題に直面している。 

また、町内には県立で全寮制の中高

一貫校である五ヶ瀬中等教育学校（以

下、五ヶ瀬中等）がある。1994 年に開

校し、2019 年に創立 25 年を迎えた。

宮崎県内全域から 1 学年 40 名が入学

し、240 名の学生および教員とその家

族など合わせて 300 名ほどにのぼり、

町民の約１割である。6 年間の学習過

程において、多くの町民が協力し、

様々な体験学習やホームステイを行

っている。学生は五ヶ瀬町の地域課題

を自ら抽出し、仮説を立て、解決策を

提案するフォレストピア学習という

課題探求学習を行っている。また、6 年

間、町の子どもとして育ち、五ヶ瀬町

を「第二のふるさと」と思い、地域に

恩返し（貢献）したいと思っている者

が少なくない。 

そこで同町は、この五ヶ瀬中等の卒

業生を“関係人口案内人”として育

成し、関係人口を創出する事業を構想

した。2019・20 年度に総務省の「関係

人口創出モデル事業」に採択され、

2021 年度は町単独の事業として継続

している。事業の推進体制は、五ヶ瀬

町企画課が起案し、五ヶ瀬中等、NPO 法

人五ヶ瀬自然学校の協力を得て実施

している。また、総務省が認定する「地

域力創造アドバイザー」2 名がアドバ

イザーとして支援している。地域力創

造アドバイザーでもある筆者は、本事

業の企画、学生支援、効果測定、事業

の改善提案などに携わっている。その

関連で、2019 年度に同町が実施した、

「県立中高一貫校の在校生・卒業生を

対象とした関係人口案内人育成事業」

（以下、「五ヶ瀬町関係人口創出事業」）

の取り組み実績を分析し、P2M 理論を

適用した事業の改善、ならびに地方創

生を担うリーダー人材の育成を行う

モデル（以下、「地方創生人材育成モデ

ル」と呼ぶ）を検討し、2020 年 10 月、

「関係人口による地域価値共創プロ

グラムと地方創生人材育成モデル－

宮崎県五ヶ瀬町「関係人口創出事業」
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を事例に－」という論文にまとめた［ 1］。 

本稿では、同事業への P2M 理論適用

のプロセスを振り返るとともに、その

後の関係人口に関する国内の動向お

よび、2020・21 年度の同事業の成果を

報告する。 

 

２．関係人口創出および探求学習 

関係人口という言葉は「東北食べる

通信」初代編集長の高橋博之氏や、雑

誌『ソトコト』編集長の指出一正氏ら

が使うようになったことに端を発し

ている。高橋は「地方自治体は、いず

こも人口減少に歯止めをかけるのに

やっきだが、相変わらず観光か定住促

進しか言わない。しかし観光は一過性

で地域の底力にはつながらないし、定

住はハードルが高い。」「交流人口と定

住人口の間に眠る「関係人口」を掘り

起こすのだ。」と述べている [２ ]。指出は

「「関係人口」とは、言葉のとおり「地

域に関わってくれる人口」のこと。」

「いくつかの地域ではそうした関係

人口が目に見えて増えており、そこで

は中心となる人が地域づくりを始め

るようになりました。」と述べている
[３ ]。  

総務省ではこれまでも移住・定住促

進や、地域おこし協力隊の活用など新

たな担い手を獲得する政策を推進し

ている。近年は、「関係人口」と呼ばれ

る地域外の人材が地域の課題解決や

地域づくりの担い手となることを期

待し、関係人口を推進する政策に取り

組んでいる。2016 年度に「これからの

移住・交流施策のあり方に関する検討

会」を開催し、2018 年度から「関係人

口創出・拡大事業」モデル事業を開始

した。なお、関係人口とは、移住した

「定住人口」でもなく、観光に来た「交

流人口」でもない、地域や地域の人々

と多様に関わる者を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2019 年度の「関係人口創出・拡大事

業」モデル事業の採択団体は表１のと

おり、6 パターン計 44 団体が採択され

た。このうち、五ヶ瀬町の事業は、パ

ターン（1）①関係進化型（ゆかり型）

「その地域にルーツがある者等を対

象とする取り組み」に分類されている。

その他学生が関係している取り組み

は、パターン（3）裾野拡大型「都市住

民等の地域への関心を醸成する取り

図 1 関係人口概念図（総務省「関係人口ポータルサイト」より）  
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組み」に 4 団体あり、富山県氷見市が

地元中学生と都市部（横浜・川崎）中

学生の協働による地域課題の解決策

を検討しながら氷見市への関心を高

めるもの、京都府福知山市が福知山公

立大学の協力を得て、地域の中高生と

都市圏の大学生の意見交換やアンケ

ート調査を行うもの、奈良県下北山村

が都市部の大学生が地域住民との交

流を通じて、空き家を改修し拠点を創

ることで継続的に下北山村と関わり

を持つ事業が含まれている [４ ]。 

 

表 1 タイプ別モデル事業採択団体数 
パターン 特徴 採択団

体数 
パターン(1)①  
関係深化型（ゆかり型） 

その地域にルーツがある者等
を対象とする取り組み 

6 

パターン(1)② 
関係深化型（ふるさと納
税型） 

ふるさと納税を行った者（寄附
者）等を対象とする取り組み 1 

パターン(1)①② 
双方に取り組む団体 

県人会などその地域にルーツ
がある者やふるさと納税等を
行った者等を対象とする取り
組み 

4 

パターン(2) 
関係創出型 

これから地域との関わりを持
とうとする者等を対象とする
取り組み 

7 

パターン(3) 
裾野拡大型  

都市住民等の地域への関心を
醸成する取り組み 21 

パターン(4) 
裾野拡大（外国人）型  

訪日外国人の地域への関心を
醸成する取り組み 

5 

  44 
出典：総務省ホームページ 平成 31 年度「関係人口創出・拡大事業」モ
デル事業の採択団体概要を元に筆者が作成 

 

 

一方、文部科学省では学習指導要領の

改訂により、 2022 年から高等学校の

「総合的な探究の時間」を始める。「高

等学校学習指導要領（平成 30 年告示）

解説」によれば、「高等学校の教育課程

における「総合的な学習の時間」を「総

合的な探究の時間」に変更した」もの

で、「探究の見方・考え方を働かせ、横

断的・総合的な学習を行うことを通し

て、自己の在り方生き方を考えながら、

よりよく課題を発見し解決していく

ための資質・能力を次のとおり育成す

ることを目指す。」ものだとしている
[５ ]。 

 これまでも大学生と地域の協働に

よる域学連携活動や、高校生による地

域の課題解決を通じた探求学習など

が行われきたが、上記のように、関係

人口や探求学習は国の政策として重

視されており、学生と地域住民、関係

人口の協働による地域課題の解決策

の実践や、地方創生人材の育成への期

待が高まっており、そのためのプログ

ラムや人材育成モデルが求められて

いると考えた。 

 

３ .五ヶ瀬町関係人口創出事業への

P2M 理論の適用 

2019 年度の「五ヶ瀬町関係人口創出

事業」の具体的内容は、五ヶ瀬中等の

卒業生（現在大学生）および高校 1～2

年生を対象に、五ヶ瀬町の関係人口創
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出をテーマに、3 泊 4 日のスタディツ

アー（大学生対象）の開催、政策提案

コンテストを行い、コンテストで選ば

れた優れた提案についてはプロジェ

クトチームを結成し実践活動を行っ

た。事業への参加人数は、スタディツ

アー参加大学生４名、政策提案コンテ

スト参加学生数 17 名、政策提案コンテ

スト提案数 12 件、コンテストと併せて

実施したシンポジウムへの参加者 120

名、そして選定された実践活動は６件

であった。ちなみに、優秀提案として

選定された６つの内容は、①卒業生を

中心とした関係人口ネットワークの

構築（通称：わらじプロジェクト）、②

キャンプ事業による関係人口の増加

（通称：ワイルドキャンプ）、③ IT×

GOKASE（都市部企業によるワーケーシ

ョン）、④アグリプロジェクト（耕作放

棄地の活用）、⑤農村民泊から関係人

口を増やす（通称：農泊×アート）、⑥

教育（共に行く）プロジェクトであっ

た。 

これらのプロセス、すなわち五ヶ瀬

中等の在校生及び卒業生（主に大学生）

を対象とし、五ヶ瀬町の関係人口創出

をテーマとしたスタディツアー（大学

生対象）、「政策提案コンテスト」、優れ

た提案の実践活動という一連の取り

組みを「関係人口案内人育成プロセス」

と名付けた。 

 初年度の事業終了後に「五ヶ瀬町関

係人口創出事業」の課題を抽出し、次

年度以降事業を継続し、地域課題解決

のしくみに進化させるために、P2M 理

論（３S、ロジックモデル、プラットフ

ォーム）を適用し、関係人口案内人を

育成し、地域の人たちと協働して地域

に新しい価値を創出する仕組み「五ヶ

瀬町・地域価値創出プログラム」構築

を行った。これを図 2 に示す。 

図 2 五ヶ瀬町・地域価値創出プログラムの全体像  
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今回の関係人口創出事業は、五ヶ瀬

町にとっては地方創生に関する特命

ミッションと位置付けることができ

る。3S モデルのそれぞれについて説明

する。 

スキームモデルには、そのミッショ

ンを遂行するために五ヶ瀬町は五ヶ

瀬中等学校、地元の NPO 団体（五ヶ瀬

自然学校）、及び専門家（地域力創造ア

ドバイザー）による組織を作り、推進

体制を整備し、総務省の事業から財源

を確保した。目標としては、2019 年度

は関係人口創出事業を行い、そのうえ

でプログラムの構築を行う。2020 年度

は地域住民と協働して地域課題解決

に取り組むこととした。また、関係者

とロジックモデル（表２）を協議・作

成した。 

 

 

システムモデルには、「関係人口案

内人育成プロセス」を位置付けた。こ

のプロセスは、五ヶ瀬中等の卒業生及

び在校生を対象とし、「五ヶ瀬町の関

係人口創出」をテーマに 3 泊 4 日のス

タディツアー（大学生対象）、「政策提

案コンテスト」を実施するとともに、

優れた提案についてプロジェクトチ

ームを結成し実践するというもので

ある。提案活動の内容は、卒業生ネッ

トワークづくり、生きる力を育むキャ

ンプ、廃校・空き家活用、耕作放棄地・

農業サポート、農泊、教育といったテ

ーマがあり、学生たちは関心のあるテ

ーマに関するグループを作り、提案内

容を実践する。また、総務省では関係

人口創出・拡大事業の初年度事業結果

の分析から、課題として中間支援組織

並びに継続的な仕組みづくりが必要

であると指摘しているが、それに対応

する「プラットフォーム」という機能

を追加した。プログラム全体を推進す

るプラットフォームマネジメントを

行うよう改善した。このプラットフォ

表 2 五ヶ瀬町関係人口創出事業のロジックモデル  
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ームでは、ICT を活用した情報の受発

信、各プロジェクトの進捗の共有など

も行う予定である。 

サービスモデルでは、政策提案コン

テストから生み出された各プロジェ

クトに関し、地域住民と協働して地域

課題の解決に取り組み、新たな地域価

値を創出すること、及び事業の成果測

定・評価等を位置づけた。各プロジェ

クトを通じ、卒業生を中心としたネッ

トワークが構築され、大学生や若い世

代、地域外の人が継続的に五ヶ瀬町に

訪れ、共に課題解決策の実施を行うこ

とができるようになることを目指す

ものである。遊休地の活用や、地元農

業に関しても、在校生が定期的に手伝

いに行くようになるとともに、近隣に

居住する親子にも GIAHS 地域での農業

体験の機会を提供することができ、ま

た農家にとっても人手不足や販路の

開拓につながることが期待される。以

上、３S モデルを適用することで、プ

ログラム全体が整理され、関係人口を

創出し、地域の課題の解決に取り組み、

新たな地域価値を創出するプログラ

ム「五ヶ瀬町・地域価値創出プログラ

ム」として整理することができた。 

なお、総務省は、関係人口創出・拡

大モデル事業の公募に際し、2019 年度

は「関係人口の創出」に重点を置き、

2020 年度は「関係人口と住民との協働

による課題解決の実践」が要件に加わ

った。そこで、五ヶ瀬町は 2020 年度も

継続して応募するに際し、プログラム

を改善し“住民との協働”という側面

も加えた。 

また、コミュニケーションを担う中

間組織として「推進プラットフォーム」

機能を追加した。さらに、将来のビジ

ョンを共有し、そこからバックキャス

トして取り組む内容を決めるための

ロジックモデルを関係者と作成（表 2）

するなどして継続して採択された。 

なお、これらの仕組みを一般化し、

他地域に適用することが可能である

と考えるが、その際には本プログラム

を「関係人口による地域価値共創プロ

グラム」と呼ぶこととしたい。 

 

４．関係人口と地域の協働による「地

方創生人材育成モデル」 

本事業は地域外から地域の課題を

一緒に担ってくれる、あるいは応援し

てくれる人、すなわち関係人口を創出

することが目的であるが、在校生に対

しても、一連のプログラムを通じ「関

係人口案内人」として育成し、卒業後

も五ヶ瀬町に関係人口として関わり

続けてもらうことを目指している。併

せて、これまでの探求学習が課題の探

求であったものから、課題解決の探求

へと転換すること、すなわち文科省が

掲げている「地域課題の解決等の探究

的な学びを実現する」を先取りするこ

とに他ならない。このように「関係人

口創出」（総務省）および「探求学習」

（文部科学省）という異なる省庁の事

業が、五ヶ瀬町においては一つのプロ

グラムとして統合実践されていると

いうこともできるだろう。 

 本事業および本研究は、在校生や卒

業生が関係人口案内人として、また自

らが関係人口として、自分たちが立案

したそれぞれの地域課題解決プロジ

ェクトを通じ、地域住民や学生らと協

働して地域の課題を解決することが、

地域の持続可能な未来を創出するこ

とであり、その実践を通じて地方創生
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人材として成長していくことにつな

がる可能性を示しているといえるの

ではないだろうか。また、この地方創

生人材は、第二のふるさと五ヶ瀬町の

地域活性化のみならず、そのスキルや

ネットワークを活かし、関わりを持つ

県内外の地域の課題解決活動でも力

を発揮することができるようになる

だろう。さらには途上国など海外の課

題解決、すなわち SDGs の目標達成にも

貢献できる人材へと成長していくこ

とが可能ではないかと考える。同校の

「野性味あふれる地球市民  （ Global 

citizen）を育成する」という現在の目

標と合致するものであるといえるだ

ろう。この地方創生人材育成モデルは

図 4 のとおりである。 

また、成長するのは学生だけでなく、

協働する地域住民や、関係人口として

かかわる地域外の人にも当てはまる

のではないだろうか。在校生は授業に

おいて GIAHS や SDGs について学んで

いるが、役場職員や地域住民を対象と

した GIAHS や SDGs に関する研修の機

会は十分行われているとはいえない。

プロジェクトを通じて学生が住民に

働きかけ、GIAHS や SDGs について問い

かけることにより、鏡効果として地域

住民においても GIAHS や SDGs の価値

理解が促進されるのではないかと考

えているところである。 

 

５．関係人口に関するその後の動向  

「関係人口」に関する論考は 2019 年

頃より増えている。それ以前は都市農

村交流や、地域づくりにおける外部人

材の活用に関する先行研究がある。小

田切（2013）は「我が国における内発

的発展論の農山村への具体化は、地域

づくりという形を取り、その手法とし

て都市農村交流が焦点となり、さらに

それは地域サポート人材による協働

的交流として実践されている」、内部

図４ 探求学習と関係人口創出事業を統合した 

「地方創生人材育成モデル」  
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と外部人材による「共発的発展」とい

うキーワードにも言及している [6]。関

係人口については作野（2020）が「外

部主体が関わることにより、地域住民

が触発され、新たに主体的な動きを誘

発する可能性が期待される。その結果、

地域課題の解決という「守り」の観点

と、地域資源の活用という「攻め」の

観点において、地域の新しい可能性が

見いだされる。」とし、「関係人口がい

かにローカルイノベーションに関与

しているか」について論じている［ 7］。 

また国土交通省では「ライフスタイ

ルの多様化と関係人口に関する懇談

会」を 2020 年 7 月より開催しており、

2021 年 3月の最終回の最終とりまとめ

において「関係人口は訪問先の地域活

力の維持・向上に資するだけではなく、

訪問する側においても“よく生きるた

め”の手段として非常に有効」として

いる［7］。 

2020 年 9月には｢関係人口｣に関する

実態把握調査を実施し、「その結果、全

国の 18 歳以上の居住者(約 10,615 万

人)のうち、約２割弱(約 1,827 万人：

推計値 )が特定の地域を訪問している

関係人口（訪問系）であり、全国を大

規模に流動していることが判明した」

と公表した [8]。「現在の居住地（日常的

な生活圏）や通勤・通学先以外での「関

わりのある地域」の有無」について職

業別のクロス集計では「ある」と回答

した割合は学生（N=3786）が 43.4%と

最も高くなっている。現在の居住地

（日常的な生活圏）や通勤・通学先以

外に地域とどのような関わりがある

のかについての回答は、上位３項目は

「お盆や正月に帰省を行っていた」

（47.5％）、「短期的な滞在場所がある

又は知人・友人がいることから、観光

及び業務目的以外で定期的又は継続

的 に 特 定 の 地 域 を 訪 問 し て い た 」

（32.1％）、「地縁がある又は血縁者の

いる地域に訪問していた（お盆や正月

の帰省を除く）」（22.9％）となってい

る。この設問に対する回答では、学生

に特に際立った特徴があるわけでは

ないが、定期的又は継続的に特定の地

域を訪問している学生は３割程度あ

り、今回の「関係人口案内人プログラ

ム」や「地方創生人材育成モデル」を

活用した事業を自治体や地元の高校・

大学が行うことにより、地方創生人材

の育成や地域価値の共創につながっ

ていくものと考えられる。 

なお、五ヶ瀬町における関係人口創出

事業はその後、2020 年度（総務省関係

人口創出・拡大事業）、2021 年度（町事

業）として継続されている。昨年から

は新型コロナウイルス感染拡大を受

け、スタディツアーはオンラインで開

催している。また、参加者として名古

屋の南山大学が授業の一環として参

加することになり、20 名ほどの大学生

が２年継続して政策提案を行ってい

る。事前にオンラインで講義を聞き、

スタディツアー最中は、現地からライ

ブ配信や事前に録画した動画の配信

で地域の人や現場（フィールド）の状

況を知り、対話を行う。また、zoom の

ブレイクアウト機能を使ってグルー

プワークを行い、政策提案をまとめて

いく。このようにオンラインを活用し

た関係人口創出の工夫も色々と図ら

れている。五ヶ瀬中等の在校生も継続

して政策提案コンテストに参加して

いる。卒業生（大学生）は実行委員と

して運営側に回り、まさに関係人口案

内人として活動を継続している。 NPO

法人五ヶ瀬自然学校は、中間支援組織

として役場との調整や、実行委員、実

践活動の推進をマネジメントしてい

る。まだローカルイノベーションとま

で言える成果にはつながっていない

が、３年間の事業を通じ、一つのプロ

グラムとして形ができあがったと言

えるだろう。 
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